
琉球大学工学部規程 

 

                                        昭和５４年２月１日 

                                        制        定 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は，琉球大学学則（以下「学則」という。）に定めるもののほか，琉球大学工学部

（以下「本学部」という。）の授業科目，単位，履修方法その他必要な事項を定める。 

（学科，コース，講座及びプログラム） 

第２条 本学部に，次の学科，コース，講座及びプログラムを置く。 

学   科        コ ー ス 講  座 

工  学  科 機械工学コース 機械工学講座 

エネルギー環境工学コース エネルギー環境工学講座 

電気システム工学コース 電気システム工学講座 

電子情報通信コース 電子情報通信講座 

社会基盤デザインコース 社会基盤デザイン講座 

建築学コース 建築学講座 

知能情報コース 知能情報講座 

２ 前項に規定する各コースに，グローバルエンジニアプログラム（以下「GEプログラム」という。）を 

置く。 

３ GEプログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

 （教育研究上の目的） 

第２条の２ 本学部は，今日の工業・技術社会の要請に応え，幅広い教養と技術者倫理，コミュニケー

ション能力及び高度で最新の専門知識を身につけ，安全・安心な社会の創出及び地域環境保全や平和

に貢献し得る，豊かな創造力と実践力を備えた人材を育成し，基礎科学研究の成果を，実際の産業や

人間の生活・福祉等に役立てるよう応用・開発することを目的とする。 

２ 本学部工学科に置く各コースの教育研究上の目的は，次のとおりとする。 

コース            教育研究上の目的 

機械工学コース 機械工学の基本的な学問体系を教授し，幅広い教養と技術者倫理，

自らの知識・能力を活かして機器の設計，製造，研究開発に取り組

めるものづくりの基礎，変化する環境に対して自らの力でこれらを

高められる自己学習能力を身につけ，国内外で幅広く活躍できる人

材を育成することを目的とする。 

エネルギー環境工学コース エネルギー・環境問題を考慮し，エネルギー源や環境負荷低減技術

の開発と利用及びエネルギーの効率的な変換や制御と，環境に配慮

した材料の知識に加えて，化学，環境，マネジメント工学などを学

ぶことで，幅広い専門的な知識を有するとともに，それら複合分野

を統合マネジメントし，総合的な問題であるエネルギー・環境分野

に対応できる人材を育成することを目的とする。 



電気システム工学コース 現代社会の基盤である電気エネルギーの効率的な発生や変換技術に

加えて，人口減少や超高齢化社会に向けて持続可能な社会の形成に

必要とされる再生可能エネルギーやロボットの活用を推進していく

ため，電気工学やシステム制御工学の専門知識を有し，幅広い視野

と柔軟的思考を兼ね備えた人材を育成することを目的とする。 

電子情報通信コース 進展する高度ICT社会において，それらを根幹から支えるエレクトロ

ニクス技術と情報通信技術の基礎知識を有し，さらに情報通信機器

の高機能化を実現する集積回路技術や新機能デバイス，高度通信技

術，高度センシング技術などの専門知識を備え，情報通信，エレク

トロニクス，またその融合分野で活躍できる人材を育成することを

目的とする。 

社会基盤デザインコース 亜熱帯性・島嶼性・海洋性の地理的特性を活かした環境調和型の工

学的価値を創造し，空港，港湾，離島架橋，道路，鉄軌道を含む公

共交通システム等，地域の観光リゾート産業を支える持続可能な社

会基盤を創成するとともに，環境共生，災害リスク軽減，社会資本

の長寿命化及び新エネルギー開発に関わる海洋・海底資源開発等の

技術的ニーズに対応できる人材を育成することを目的とする。 

建築学コース 地域的課題の解決に資する役割を負って国内及び国際的に活躍でき

る素養を身につけるため，亜熱帯島嶼地域の自然・社会・文化的条

件のもとでの建築と地域環境のあり方を深く探究するとともに，普

遍的な建築関連技術を修得することにより，自然と調和し安全で快

適な建築物，それらの集合した都市・地域を計画・設計・建設・管

理できる技術者を育成することを目的とする。 

知能情報コース 論理的思考力と自然科学の知識を基盤として知能情報分野の専門知

識・実践力・デザイン能力・解析能力及び幅広い教養と技術者倫

理・能動的学習能力を修得するとともに，知能情報技術が社会と人

間及び環境に与える影響と使命を深く理解し，知能・情報・システ

ムの先端技術を通じて国際的視点に立って柔軟かつ自律的に活躍で

きる技術者を育成することを目的とする。 

 

（共通教育等の授業科目の種類等） 

第３条 共通教育及び専門基礎教育の授業科目の種類，単位数及び履修方法は，琉球大学共通教育等履

修規程の定めるところによる。 

 （専門教育の授業科目の種類等） 

第４条 各コースの専門教育の授業科目の種類及び履修方法については，別表のとおりとする。 

 （単位の計算方法） 

第４条の２ 専門教育の授業科目の単位の計算方法は，次のとおりとする。 

(1) 講義及び演習については，15時間の授業をもって１単位とする。ただし，教育上必要と認められ

る場合には，30時間の授業をもって１単位とすることができる。 

(2) 実験，実習及び実技については，30時間の授業をもって１単位とする。ただし，教育上必要と認



められる場合には，45時間の授業をもって１単位とすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず，卒業研究Ⅰ及びⅡ並びに卒業設計または卒業研究Ⅰ及びⅡ等の授業科目に

ついては，これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適当と認める場合には，これらに必

要な学修を考慮して，単位数を定めるものとする。 

３ 前２項に基づく各授業科目の単位数及び週時間については，別表のとおりとする。 

 （授業科目の公示） 

第５条 各学期に開講する授業科目，授業時間，単位数及び担当教員は，学期の始めに公示する。ただ

し，臨時に開講する授業科目については，その都度公示する。 

 （登録，試験及び単位の認定） 

第６条 登録，試験及び単位の認定については，琉球大学各学部共通細則の定めるところによる。 

 （休学，復学，退学及び除籍） 

第７条 休学，復学，退学及び除籍については，学則の定めるところによる。 

 （再入学） 

第８条 再入学については，琉球大学再入学規程の定めるところによる。 

 （編入学） 

第９条 編入学については，琉球大学編入学規程の定めるところによる。 

 （転入学） 

第１０条 転入学については，琉球大学転入学規程の定めるところによる。 

 （転学部及び転コース等） 

第１１条 転学部については，琉球大学転学部，転学科，転課程に関する規程の定めるところによる。 

２ コース制に伴う最終コース決定時の進路変更に関し必要な事項については，別に定める。 

３ 転コースに関し必要な事項については，別に定める。 

 （卒業の要件） 

第１２条 卒業するには，本学に４年以上在学し，別表に定める単位を取得しなければならない。 

２ 学則第２９条の２の規定に基づく第３年次特別編入学者の卒業要件は，前項の就業年限にかかわらず，

本学に２年以上在学し，別表に掲げる単位数（第３年次特別編入学以前に在学していた大学，短期大

学及び高等専門学校等で修得した単位のうち，本学の卒業要件に係る単位数のうちの一部として換算

する単位（以下「換算単位」という。）を含む。）を修得しなければならない。この場合における換

算単位については，教授会において判定する。 

 （卒業の判定） 

第１３条 卒業の判定は，教授会が行う。 

 （教員免許） 

第１４条 本学部の学生で教育職員免許法に基づく教員免許状を取得しようとする者は，教科に関する

科目，教職に関する科目，教科または教職に関する科目及びその他必要な修得科目について所要の単

位を修得しなければならない。 

 （科目等履修生） 

第１５条 科目等履修生については，琉球大学科目等履修生規程の定めるところによる。 

 （研究生） 

第１６条 研究生については，琉球大学研究生規程の定めるところによる。 

 （外国人学生） 

第１７条 外国人学生については，琉球大学外国人学生規程の定めるところによる。 



 （留学等及び特別聴講学生） 

第１８条 留学等及び特別聴講学生については，琉球大学留学等及び特別聴講学生に関する規程の定め

るところによる。 

 （指導教員） 

第１９条 学生の勉学その他の相談に応ずるため，各コースの年次ごとに指導教員を置く。 

 

 附 則 

 この規程は，昭和５４年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和５５年５月２２日） 

 この規程は，昭和５５年５月２２日から施行し，昭和５５年４月１日から適用する。 

   附 則（昭和５６年４月１日） 

 この規程は，昭和５６年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和５７年４月１日） 

 この規程は，昭和５７年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和５８年４月１日） 

 この規程は，昭和５８年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和６０年１月３０日） 

 この規程は，昭和６０年１月３０日から施行する。 

   附 則（昭和６０年１０月２２日） 

 この規程は，昭和６０年１０月２２日から施行し，昭和６０年４月１日から適用する。 

   附 則（昭和６２年３月１８日） 

 この規程は，昭和６２年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和６３年４月８日） 

 この規程は，昭和６３年４月８日から施行する。 

   附 則（平成元年５月２９日） 

 この規程は，平成元年５月２９日から施行する。 

   附 則（平成２年６月８日） 

 この規程は，平成２年６月８日から施行する。 

   附 則（平成４年４月１０日） 

 この規程は，平成４年４月１０日から施行する。 

   附 則（平成５年３月１５日） 

 この規程は，平成５年４月１日から施行する。 

   附 則（平成５年９月２９日） 

１ この規程は，平成５年１０月１日から施行する。 

２ 平成５年９月３０日に工学部の機械工学科，エネルギー機械工学科，土木工学科，建設工学科，

電気工学科及び電子・情報工学科に在学していた者については，なお従前の例による。 

３ 工学部の機械工学科，エネルギー機械工学科，土木工学科，建設工学科，電気工学科及び電子・

情報工学科は，改正後の第２条の規定にかかわらず，平成５年９月３０日に工学部に在学する者が

工学部の当該学科に在学しなくなる日までの間，存続するものとする。 

   附 則（平成６年２月２３日） 

 この規程は，平成６年４月１日から施行する。 



   附 則（平成１６年１１月１７日） 

 この規程は，平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２０年２月９日） 

 この規程は，平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２６年２月１９日） 

 この規程は，平成２６年２月１９日から施行する。 

   附 則（平成２９年３月３０日） 

１ この規程は，平成２９年４月１日から施行する。 

２ 平成２９年３月３１日に工学部の機械システム工学科，環境建設工学科，電気電子工学科，情報

工学科に在学していた者については，なお従前の例による。 

３ 工学部の機械システム工学科，環境建設工学科，電気電子工学科，情報工学科は，改正後の第２

条の規定にかかわらず，平成２９年３月３１日に工学部に在学する者が工学部の当該学科に在学し

なくなる日までの間，存続するものとする。 


